
資料 ２ 
平成２２年度 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 業務実績評価（案） 新旧対照表  

 

１ 全体評価 

 

項目 修正案 修正前 （７月２８日分科会時点） 修正理由 

１ 総評 

  

未曾有の被害をもたらした東日本大震災や福島第一原子力発電所の事

故に際しては、放射性物質の測定や都民等からの相談に対応するための

緊急体制を敷くとともに、これまで構築してきた全国の公設試験研究機

関による連携機能を活かし、被災地の公設試からの要望の取りまとめや

それらを踏まえた迅速かつ的確な支援を開始しており、大いに評価でき

る。 

 

 

 未曾有の被害をもたらした東日本大震災や福島第一原子力発電所の事

故に関しては、これまで構築してきた全国の公設試験研究機関による連

携機能を活かし、被災地の公設試からの要望の取りまとめやそれらを踏

まえた迅速かつ的確な支援を開始しており、大いに評価できる。 

 

前回の分科会での意見を反

映した修正 

２ 中小企業への技術支援・研究開発及び法人の業務運営等について 

 

（事業化支援） 

 

 

産業技術研究センターを利用する中小企業の特許取得など知的財産の

取得・活用を促進するため、知的財産総合センターと連携した知的財産

相談の利便性向上が図られているが、さらに活発化する取組が期待され

る。 

 

 

中小企業の特許取得など知的財産の活用を促進するため、知的財産総

合センターと連携した知的財産相談の利便性向上が図られているが、さ

らに活発化する取組が望まれる。 

 

 

文章の意味を明確化し、読み

手に誤解を与えないための

修正 

（産技研の事業範囲を明確

化） 

 

（研究開発） 

 

 

また、基盤研究で得られた成果を中小企業との共同研究や外部資金導

入研究に繋げており、（略） 

 

 

また、基盤研究で得られた成果を中小企業との共同研究や競争的な外

部資金導入研究に繋げており、（略） 

 

 

前回の分科会での意見を反

映した修正 

 

（法人の業務運営

等） 

 

 

 

ただし、ベテラン職員の退職に伴い新人職員の比重が高まることや事

務所移転により職場環境が変化することで事故発生のリスクが高まる恐

れがあるため、新本部においては職場点検や安全管理教育の徹底など、

事故防止に向けた取組を一層強化していくことが肝要である。 

 

 

ただし、ベテラン職員の退職に伴い新人職員の比重が高まることや事

務所移転により職場環境が変化することで事故発生のリスクが高まる恐

れがあるため、新本部においては職場点検や安全管理教育の徹底など、

事故防止に向けた取組を強化していくことが肝要である。 

 

 

文章の意味を明確化するた

めの修正 

 

（その他） 

 

 

 

東日本大震災により福島第一原子力発電所において放射能漏れの事故

が発生した際には、（略） 

 

 

東北地方太平洋沖地震の影響を受け福島第一原子力発電所において放

射能漏れの事故が発生した際には、（略） 

 

 

前回の分科会での意見を反

映した修正 
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２ 項目別評価 

 

項目 修正案 修正前 （７月２８日分科会時点） 修正理由 

【項目 ２】 

製品化支援(デザイ

ンセンターについ

て) 

 

今後とも、中小企業の要望に応えた機器整備を行うとともに、製品化

支援に係るセミナーを強化するなど、商品企画や製品開発に関する総合

的な支援の充実を図っていくことが重要である。 

 

 

今後とも、中小企業の要望に応えた機器整備を行うとともに、製品化

支援に係るセミナーを強化するなど、商品企画や製品開発に関する総合

的な支援の充実を図っていくことが必要である。 

 

 

確定した評定を踏まえた修

正 （評定Ａ） 

 

【項目 ４】 

製品化支援（機器利

用、環境試験センタ

ーについて） 

 

今後とも、機器利用マニュアルの更新など、利用者の利便性の一層の

向上に努めるとともに、機器利用促進のための講習会の参加者を増やし

ていくことが重要である。 

 

 

今後とも、機器利用マニュアルの更新など、利用者の利便性の一層の

向上に努めるとともに、機器利用促進のための講習会の参加者を増やし

ていくことが必要である。 

 

 

確定した評定を踏まえた修

正 （評定Ｓ） 

 

 

機器利用指導の実績は前年度比 119％増の 3,628 件、オーダーメード

開発支援の利用実績は前年度比 38％増の 130 件と、件数を大きく伸ば

している。 

 

 

機器利用指導の実績は前年度比 119％増の 3,628 件、オーダーメード

開発支援の利用実績は前年度比 38％増の 130 件と、着実に件数を伸ば

している。 

 

 

事実関係を正しく表すため

の修正 

（件数の伸びの表現方法） 

【項目 ５】 

製品化支援（技術経

営支援室、知的財産

相談、オーダーメー

ド開発支援、上流技

術支援について）  

多摩テクノプラザのＥＭＣサイト・繊維サイトを活用した支援により

製品化に至った事例は 13 件であり、一層の利用促進に努めることが望ま

れる。 

 

 

多摩テクノプラザのＥＭＣサイト・繊維サイトを活用した製品化支援

は 13 件であり、一層の利用促進に努めることが望まれる。 

 

 

事実関係を正しく表すため

の修正 

（支援企業数ではなく、その

うち製品化に至った数） 

 

【項目 ６】 

産学公連携等の推進

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ等による

産学公連携の取組

み、技術シーズの収

集・提供について） 

 

また、全国の大学等が保有する技術シーズの収集・提供について、よ

り効果的な実施方法を検討することが望まれる。 

 

 

また、全国の大学等が保有する技術シーズの収集・提供について、効

果的な実施方法を検討することが望まれる。 

 

 

文章の意味を明確化するた

めの修正 

【項目 ７】 

産学公連携等の推進

（区市町村や他機関

との連携及び人材交

流について） 

 

 

また、東京のものづくり産業を支える役割を果たしている社団法人東

京工業団体連合会等、地域の商工関係団体の連合組織との連携を強化し

ていくことが望まれる。 

 

 

また、地域工業団体の連合組織として、東京のものづくり産業を支え

る役割を果たしている社団法人東京工業団体連合会との連携を強化して

いくことが望まれる。 

 

 

より適切な表現とするため

の修正 

（様々な商工関係団体との

連携も含める） 

【項目 ８】 

産学公連携等の推進

（産業技術大学院大

学や他の大学等との

連携について） 

 

首都大学東京とは、東京都が設立した機関として緊密に連携し、東京

都のシンクタンク機能を発揮していくために、「都市課題解決のための技

術戦略プログラム」事業における共同研究などの連携事業を着実に実施

しており、今後は、具体的な成果を上げていくことが望まれる。 

 

 

首都大学東京とは、都立の機関として緊密に連携し、東京都のシンク

タンク機能を発揮していくために、現在、「都市課題解決のための技術戦

略プログラム」事業において実施している共同研究などの連携事業を推

進し、具体的な成果を上げていくことが望まれる。 

 

 

より適切な表現とするため

の修正（都立→都が設立） 

 

文章の意味を明確化するた

めの修正 
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項目 修正案 修正前 （７月２８日分科会時点） 修正理由 

【項目 １１】 

知的財産権の取得及

び活用の促進 

 

 

今後とも、積極的に特許出願を行っていくとともに、中小企業のニー

ズに合った研究成果の蓄積や中小企業との共同出願を増やすなど、使用

許諾数の増加を目指し、知的財産の戦略的な活用を図っていくことが重

要である。 

 

 

今後とも、積極的に特許出願を行っていくとともに、中小企業のニー

ズに合った研究成果の蓄積や中小企業との共同出願を増やすなど、使用

許諾率の向上を目指し、知的財産の戦略的な活用を図っていくことが重

要である。 

 

 

より適切な表現とするため

の修正 

（取組の目標としては、率よ

りも数の方が適切） 

【項目 １２】 

依頼試験（依頼試験

の信頼性の向上及び

利用者の利便性向上

等に関する取組みに

ついて） 

 

今後とも、国際規格に対応した認定取得の拡大や、品質保証体制の更

なる向上を図り、依頼試験の品質向上に継続的に取り組んでいくことが

重要である。 

 

 

今後とも、国際規格に対応した認定取得の拡大や、品質保証体制の更

なる向上を図り、依頼試験の品質向上に継続的に取り組んでいくことが

強く望まれる。 

 

 

確定した評定を踏まえた修

正 （評定Ａ） 

【項目 １３】 

依頼試験（依頼試験

の事業実績につい

て） 

 

多摩テクノプラザの開設に伴い新規利用企業が大きく増えたように、

今後は、新本部の開設を機会に、都内中小企業の潜在的な技術支援ニー

ズを顕在化し、利用企業数を増やしていく取組が期待される。 

 

 

今後は、新本部の開設を機会に、都内中小企業の潜在的な技術支援ニ

ーズを顕在化していく取組が期待される。 

 

 

文章の意味を明確化するた

めの修正 

【項目 １４】 

技術相談（技術相談

に関する取組みにつ

いて） 

 

 

職員の入れ替わりによって若手職員が増える中で、実地技術支援を通

したＯＪＴを積極的に推進し、また、利用者アンケート調査による相談

事業の効果把握に努めており、業務の質の向上を目指した取組が着実に

行われている。 

技術相談における支援内容は多岐にわたるため、問題解決の程度など

の相談内容や各所ごとの相談件数の動向などについて情報の収集・整理

を行い、事業運営にフィードバックする工夫が望まれる。 

 

 

職員の入れ替わりによって若手職員が増える中で、実地技術支援を通

したＯＪＴを積極的に推進し、また、利用者アンケート調査による相談

事業の効果把握に努めており、業務の質の向上を目指した取組が行われ

ている。 

 

 

確定した評定を踏まえた修

正 （評定Ｂ） 

 

 

技術相談の質の向上に関す

る評価は、項目１４にまとめ

る。 

【項目 １５】 

技術相談（技術相談

の実施状況につい

て） 

 

  

技術相談における支援内容は多岐にわたるため、問題解決の程度など

の相談内容や各所ごとの相談件数の動向などについて情報の収集・整理

を行い、事業運営にフィードバックする工夫が望まれる。 

 

 

技術相談の質の向上に関す

る評価は、項目１４にまとめ

る。 （評定Ｓ） 

【項目 １６】 

業界団体等への技術

協力 

 

 

 

 

業界団体等との業種別交流会については、新たに 2 つの交流会が発足

し、交流会の数は合計 15 となっているが、平成 22 年度に活動実績があ

った交流会は、その内の 7 つであることから、交流活動のより一層の活

性化が望まれる。 

 

 

業種別交流会については、新たに 2 団体が発足しているが、平成 22

年度に活動実績があった団体は、新規 2 団体を含め 15 団体中 7 団体で

あり、出席企業数も少ないことから、交流活動のより一層の活性化が望

まれる。 

 

 

文章の意味を明確化するた

めの修正 

 

事実関係を正しく表すため

の修正 

（業界団体の幹部等が参加

する場であり、出席企業数が

必ずしも活動状況を表すと

はいえない。） 
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項目 修正案 修正前 （７月２８日分科会時点） 修正理由 

【項目 １７】 

基盤研究 

 

 

 

学会発表や論文投稿などの成果発表実績も着実に増えており、今後は、

特に海外での研究発表数も増やすなど、更なる活動の強化が望まれる。

 

 

学会発表や論文投稿などの成果発表実績も着実に増えており、今後は、

特に海外への情報発信を中心に、更なる活動の強化が望まれる。 

 

 

文章の意味を明確化し、読み

手に誤解を与えないための

修正 

【項目 １９】 

外部資金導入研究・

調査 

 

 

 

また、引き続き大学や他の研究機関等と連携して、社会的課題の解決

につながる産業技術など、都民生活の向上に資する研究テーマでの外部

資金の獲得の拡大を目指すことが望まれる。 

 

 

また、大学や他の研究機関等と連携して、社会的課題の解決につなが

る産業技術など、都民生活の向上に資する研究テーマでの外部資金の獲

得の拡大を目指す検討が望まれる。 

 

 

文章の意味を明確化するた

めの修正 

【項目 ２１】 

技術セミナー、講習

会及び研究発表会等

の開催（技術セミナ

ー、講習会について） 

 

 

研究員の知識・ノウハウを活用した技術セミナーや実習型の講習会に

ついて、新規テーマ 33 件を含む 90 件を開催し、延べ 1,830 名が参加し

ており、質の充実を図りつつ活発に実施されていることは評価できる。

産業活性化フォーラムや産業技術大学院大学との連携講座、多摩テク

ノプラザ 1 周年記念無料技術セミナーなどの新たな企画が行われている

ことも、積極的な取組として評価できる。 

 

 

研究員の知識・ノウハウを活用した技術セミナーや実習型の講習会に

ついて、新規テーマ 33 件を含む 90 件を開催しており、質の充実を図り

つつ活発に実施されていることは評価できる。 

産業技術大学院大学との連携講座や多摩テクノプラザ 1 周年記念無料

技術セミナーなどの新たな企画が行われていることも、積極的な取組と

して評価できる。 

 

 

事実関係を正しく表現し、文

章の意味を明確化するため

の修正 

（セミナー事業の実績にお

いて参加者数も重要） 

【項目 ２３】 

技術セミナー、講習

会及び研究発表会等

の開催（研究発表会、

施設公開、施設見学、

展示会について） 

 

 

海外 10 カ国からの視察を受け入れていることも評価できる。今後は、

アジアを中心に諸外国の支援機関等との交流を推進していくことも望ま

れる。 

 

 

海外 10 カ国からの視察を受け入れていることも評価できる。今後は、

アジアを中心とする諸外国に向けて、積極的に技術情報を発信していく

取組の検討が望まれる。 

 

 

より適切な表現とし、読み手

に誤解を与えないための修

正 

（都内中小企業振興という

基本使命と国際協力とのバ

ランスを考慮） 

【項目 ２４】 

職員の派遣、各種広

報媒体を活用した情

報提供、展示会等へ

の参加 

 

 

大学・学術団体等への職員派遣や、各種展示会への出展などを通して、

技術情報の提供を積極的に行ったことは高く評価できる。 

ホームページのリニューアルや、マスメディアの活用、各種イベント

への出展など、広報活動を活発に行っており、特に、新本部の開設を絶

好の機会と捉えた積極的な広報活動は、中小企業の利用拡大につながる

取組として高く評価できる。 

 

 

大学・学術団体等への職員派遣や、各種展示会への出展などを通して、

技術情報の提供を積極的に行ったことは評価できる。 

ホームページのリニューアルや、マスメディアの活用、各種イベント

への出展など、広報活動を活発に行っており、特に、新本部の開設を絶

好の機会と捉えた積極的な広報活動は、中小企業の利用拡大につながる

取組として評価できる。 

 

 

確定した評定を踏まえた修

正 （評定Ｓ） 

【項目 ２６】 

組織体制及び運営 

 

 

 

効率的・効果的な組織運営の確保に向けて業務時間分析に取り組み、

組織マネジメントへの活用を開始したところであり、今後は、こうした

取組を一層推進していくことが望まれる。 

 

 

効率的・効果的な組織運営の確保に向けて、業務時間分析に取り組ん

でいるところであり、今後は、この分析結果を詳細に検討し、組織のマ

ネジメントに有効活用していくことが望まれる。 

 

 

事実関係を正しく表すため

の修正 

 


